大井町公共施設等個別施設計画　パブリックコメント回答
	No.
	質問・意見
	主旨
	回答

	１
	（補記：計画書17ページに関して）
（3-2）調査結果の表によれば大井保育園、おおい児童コミュニティクラブ、ふれあい館の健全度が60％台で毎日のように使用する子どもに関する施設としては数値が低いのではないかと思う。
これが子どもの施策を重点的に取り組もうとしている大井町の実態なのでしょうか。
近隣の町では子どもの施設が新設、改修の方向に向かっているのにこの数字を見る限り大井町は移住したい自治体の選択肢には入れてもらえない。
他の施設の対応をしなければならないのは承知の上で、将来を担う子どもたちのために、まずは子どもたちの施設を優先的に考えてほしい。
	子どもたちの施設を優先的に考えてほしい
	ご指摘のとおり、挙げていただいている３施設の健全度は、相対的に低い状況にあります。本計画の対象となる44施設の中でこれらの施設を健全度の順に並べると、ふれあい館は36位、おおい児童コミュニティクラブは37位、大井保育園は38位となります。
　町としてもこうした実態を受け止め、これらの施設の改善に優先的に取り組んでいく予定です。例えば、P.25表4.3に示すように、今後の施設維持管理方針として、ふれあい館はコンクリートコア採取試験という建物の安全性の検査を行った上で、転用や機能の複合化を行う予定であり、おおい児童コミュニティクラブにつきましても、将来的な改修・更新を想定しています。また、大井保育園につきましても、コンクリートコア採取試験を行い、結果によっては改修・更新を行う予定です。
これらの方針は、P.27表3.3の健全度を踏まえたものであり、健全度の順位に応じて、相対的かつ重点的に整備を進めていきます。
なお、P.25表4.3において施設の大半が「継続・維持」となっている中、ご指摘いただいた3施設については、優先的な検討の対象となっておりますので、その点についてはご安心ください。

	２
	（補記：計画書25、29、45ページに関して）
（4-3）施設評価の結果と維持管理方針でも、評価は大井保育園が不良、おおい児童コミュニティクラブも不良となっており早急に手を打つ必要があると思われるがいかがだろうか。（すでに検討されているとは思うが…）
両施設ともに改修・更新の方針であるが、待機児童問題、障がい児受け入れも考慮して、思い切って建て替えをし、保育定員を増やすことも視野に入れたらどうか。また、幼稚園の転用（例えば相和幼稚園等）も含めて検討する。
ある雑誌によれば、移住する条件の一つに子どもの施設が整備されていることがポイントとの調査結果もある。
大井町はこの条件を満たしているかどうか。さらに乳幼児が集まるふれあい館もコンクリートコア採取試験が必要とされ、耐震基準についてもおおい児童コミュニティクラブと共に旧基準のまま。早急にどうするかの結論を出すべきではないだろうか。
45ページのマネジメント手法の中にもあるように、施設を利用している町民へ建物評価の説明をし、情報提供を行い、かつヒアリングを実施しながら改善・改修の目途を示すことが町の責任だと思う。
人の命や安心・安全を守るのが自治体の役目だとすれば目の前にある危機を早めに取り除くことも大切である。
	大井保育園、おおい児童コミュニティクラブの建て替えを行ってはどうか
	P.25表4.3に示す「改修・更新」について、「更新」はいわゆる建て替えを示しています。（計画書冒頭の「本計画で用いる語句について」参照）
このため、大井保育園、おおい児童コミュニティクラブとも、現時点で建て替えの候補に含まれております。
　改修（建築物の躯体はそのままに、内装や外装、各種設備の工事を行うこと）か、更新かの判断は、建物の劣化状況をより詳細に調査した上で判断することとなります。大井保育園において、コンクリートコア採取試験を行うのはこのためです。この結果により、躯体の安全性が確保できないことが判明すれば、改修となります。
　本計画の基本方針として、中長期的なコスト管理のため、施設の長寿命化を行うことが掲げられています。（P.2参照）これは、既存の施設については、仮に旧耐震基準であったとしても、安全性が確保される限りは引き続き施設を使用するということです。このため、機能面を理由とした建て替えは困難である旨、ご了承ください。人命や安全・安心の確保につきましては、上記の対応方針のもとに取り組んでいく所存です。個別の建物評価の説明についても、P.45に記した方針に沿って町民のみなさまへ情報提供をしていきます。
　なお、移住・交流推進機構の調査資料（2018年、https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/souda_chihou/h30-03-20-siryou4-5.pdf）によれば、子育て世代が移住先の子育て環境について重視する条件として、まず自然環境や医療などの「安全関連」、次いで「教育関連」、さらにご近所づきあいなどの「お付き合い関連」などが重視されているとされています。大井町では教育はもちろん、他の分野も含めて総合的な施策を展開し、子育て世代に住みよいまちを目指して参ります。

	3
	個別施設計画（案）の中の公共施設等に何故公園が入らないのか？町の施設としての位置づけは「総合管理計画」の中で「公共施設等」の中にインフラとして公園も入っていると思うが、道路・下水道とは違い、公園は町民憩の場として重要と考えるが、（案）の中に取り入れていないのは意識が低いのでは？現状の公園管理のあり方も含め検討すべき。
イ) 湘光園公園（補記：（仮称）新湘光公園のことと推察します）に是非便所を設置してほしい。
ロ) 今回できる区画整理（補記：大井中央土地区画整理事
業のことと推察します）の中の公園に一部でもインク
ルーシブ公園の方向性の取入れを検討してほしい。
公園が町民の身近な語らいの場になるような計画を考えていただきたい。

	公園は本計画の対象に含めないのか
	「大井町公共総合施設等総合管理計画」をご参照頂き、ありがとうございます。本計画は総合管理計画のP.2~4に示されております「（11）公共施設」を対象としたものであり、公園や道路、下水道などの「（２）インフラ（P.4）」は対象としておりません。（個別施設計画P.2参照）
なお、公園については、本計画とは別に維持管理を実施しておりますので、頂いたご意見は、公園管理を所管する生活環境課へ申し伝えます。

	４
	調査、資料作成等お疲れ様でございます。僭越ながらコメントさせていただきます。
私が注視している対象施設は大井保育園です。なぜなら、待機児童問題が深刻だと考えるからです。この施設は、P24の建物とサービス評価の統合の表にある通り、Ⅳの枠でありサービス評価は「高」であることから「新設・拡大」の対象でもあると捉えられます。

また別の視点で考えますと、町のハザードマップでは大井保育園の場所が急傾斜地の崩壊警戒区域に該当しており、以前から危機感を持っておられる方もいるように災害を想定して移設も考えるべき施設だと思います。
昨今の経済状況の影響もあり共働きの核家族が増え、女性の就業率も上がり保育園の需要が高まっている現状をこの調査結果からスピード感を持って、まずは試験的でも暫定的でも受け皿を増やす前向きな策をすぐに始めていただきたいです。
６年ほど前から想像力の高い町議員の方が議会にて訴えかけつづけていることが現実となっています。
「検討します」の回答はタブーなほどの状況ということをお伝えさせていただきます。以上です。

	大井保育園は安全な場所への移転も含め更新すべきではないか

	新設・拡大を行うことは原則として考えておりません。大井町では「1-5策定の背景（P.9）」に示したように年少人口の減少が見込まれており、中長期的に需要が高まるということは想定しておりません。さらに、自主財源の減少も見込まれており、中長期での財政負担の大きい建物の新造を最低限かつ効果的に行わざるを得ません。
懸念されている事項は、土砂災害への対応と待機児童問題の２点かと存じます。土砂災害への対応については、コンクリートコア採取試験を実施した後、現施設において安全性が確保できないことが判明すれば、原則として改修・更新（P.24）により対応していきます。このとき、敷地内での配置変更や斜面整備による更新を行ったとしても、なお安全を確保できないと判断される場合は、移転について検討します。
また、待機児童問題については、施設の新設などのハード面での対応だけではなく、需要の発生状況に応じて柔軟に対応しやすいソフト面での充実を図ってまいります。

	5
	P.44　自治会館、多目的集会所は、新たな区分として「集会施設」を設けるとありますが、「自治会館等」にしたほうが分かりやすいと考えます。篠窪自治会館の用途は、建築確認済証では「自治会館」とあり、建築基準法別表の図書館、博物館等のグループとされています。集会施設とした場合、建築基準法別表のどのグループになりますか？建築基準法別表には、劇場、映画館、公会堂、集会所のグループもありますが、それらは舞台と客席がある施設です。身近な例では生涯学習センターのホールが該当するかと思います。新たな区分として「集会施設」を設けた場合、劇場、公会堂のような舞台、客席がある所と誤解されます。集会施設の定義の明確化、関係法律へのトレース、建築基準法との整合性が説明できることが必要かと思いますが？篠窪自治会館建設時の一級建築士も、その理解が弱く集会所として建築確認申請しました。
しかし、土木事務所で集会所から自治会館に訂正され、その写しを自治会が保管しています。3年前、当時の町民課長にこれらを説明し、建築確認申請を調べてもらいました。

	「集会施設」は「自治会館等」という呼称にしたほうがよいのではないか
	　建築基準法の観点からご提案いただきありがとうございます。
本計画では、公共施設等データベースにおける施設の分類名称、総務省「公共施設及びインフラの更新費用推計ソフト」における分類に基づいて設定しております。
ここにおいて、施設名用例を参照する限り、大井町の自治会館・多目的集会所・老人憩いの家の分類は「集会施設」が妥当と考えられます。
（参考：https://www.mlit.go.jp/common/001036580.pdf 2ページ目）
一方で、建築基準法では「集会所」という区分が用いられていますが、ご指摘のとおり、大井町の自治会館・多目的集会所・老人憩いの家は、これには該当しません。別表では「１集会場として取り扱うもの」の中に、公民館、「２集会場として取り扱わないもの」の中に、自治集会所（地域の自治会及び公共団体が設置する地域の自治のために利用するもの）が区分されています。件の建築確認済証にて「集会所」から「自治会館」へ訂正がなされたのは、このためと思われます。
このように、建築基準法では集会場と自治集会所は区別されていますが、本計画は公共施設の中長期的なコスト算出を行うという、データベース作成の目的を踏まえ、先述の総務省の分類を用いることとしました。この分類は、他自治体の公共施設等総合管理計画や個別施設計画においても広く用いられていることから、他自治体との比較や工事発注など、相互運用性を高める上で利点があると考えております。
従いまして、本計画で設定されている分類名称をそのまま使用いたしますことをご了承ください。

	6
	P.36　木造建築の自治会館は耐用年数35年とし、大規模な改修は行わない。小規模修繕で対応できない劣化状況になれば建て替えると読めます。自治会館建て替えの半額は、自治会負担です。小規模自治会では1世帯あたりの負担が大きすぎます。自治会負担なり、負担低減策をどのように考えているのか明確化が望まれます。

	自治会館の更新負担をどのように考えているのか
	　木造建築の目標耐用年数は35年とありますが、修繕等の状況によって実際の使用年数は変わるため、劣化の程度により建替えるか、修繕で対応するかは自治会の考え方を踏まえて対応することになります。自治会館の建替え等に関する負担割合につきましては、現段階での見直しは考えておりませんが、今後の検討課題とさせていただきます。

	7
	P.23　サービスの評価とあります。利用者数とか床面積当たりの支出額から、偏差、比較値を求めるとか説明されていますが、意味が分かりません。自治会館のサービスは中とありますが、自治会館のサービス度、利用者数や支出額を町から聞かれたことはありません。但し書きに、利用者数や支出額が不明な場合は、サービスは中とするとありますが、理解に苦しみます。
利用者数等が不明な施設はどこかの明示も有りません。サービスの評価の信頼性に疑念が生じますが？
	「サービスの評価」は意味がわからず、信頼性に疑念が生じる
	本計画は、効果的な施設の維持管理に向けて、量的な指標を通じて全44施設の相対的な位置づけを行うために実施するものであり、利用者へのヒアリング等の要素を含んでいません。これを含めてしまうと、各施設を量的に評価することが困難になり、利用者が多く、意見を得やすい施設ほど相対的に優位になってしまうためです。このようにしてしまうと、自治会館などの小規模分散型の施設が相対的に不利になってしまいます。
そこで、集計のない施設については、サービスの高低を判断する指標がないことから「中」としています。これは、指標のない施設が解体・廃止対象区分を含む「低」に含まれることを防ぐための措置です。
なお、利用者数不明（把握していない）の施設は以下のとおりです。
大井町役場庁舎、郷土資料館、農産加工所、旧相和直売所、農業体験施設四季の里、赤田町有施設、すべての自治会館・集会所・老人憩いの家、保健福祉センター、
ほほえみハウス、すべての消防団詰所

	8
	P.28に篠窪自治会館の延べ床面積　176.3㎡とありますが、これは建築面積であり、床面積は確か165㎡です。

	篠窪自治会館の床面積は誤りではないか
	設計資料を確認したところ、ご指摘のとおりでした。
お詫びして訂正いたします。

	9
	保育園待機児童解消に向けて、公共施設に対しての提案意見です。（認定こども園設立に時間がかかる前提で早急に検討して頂きたい点でもあります）
◎相和幼稚園の利用者が減っている（新年度年少０人）
⇒相和幼稚園を大井保育園分園として利用できないか

	相和幼稚園を大井保育園の分園にできないか
	相和幼稚園を大井保育園分園にとの御提案ですが、相和幼稚園は市街化調整区域内にあるため、幼稚園を保育園分園に用途変更する場合には、都市計画法上の県の許可が必要となり、県の開発審査会に諮られ審議されることを確認しており、容易に転用ができない状況にあります。また、保育園分園での転用において、調理室の整備が必要となる場合もございます。
さらに、町立幼稚園については、現在「大井町立幼稚園・学校のあり方検討委員会議」において、今後の幼稚園のあり方について検討しております。御意見については、参考とさせていただきます。

	10
	2歳児までの小規模保育園が民間でも良いので新設できないか（相和幼稚園園舎を利用しても別でも）
◎大井保育園の園舎は古くて大変狭く、大井幼稚園・第二幼稚園はスペースが広く空き教室もある⇒保育園園舎と幼稚園園舎を交換できないか⇒現在より多くの園児が利用できる
（大井保育園は現在0歳児を受け入れていない稀な保育園）

今回パブリックコメントの対象ではない幼稚園園舎についても言及しましたが、大井保育園の今後を考えますと必要と思いご意見申します。
保育園待機児童は12月時点では14人→7人（議会情報より）と聞いています。

先月12月教育福祉常任委員会との一般会議にて課題を整理し、1月12日に大井町小田町長と面談をしました。テーマはどちらも待機児童解消と町立幼稚園・保育園の保護者の声についてでした。
待機児童解消に関して、12月の議会で子育て健康課課長が発言された通り（具体的な解決策なし）認定こども園の計画が始まる段階という事で承知しています。

幼稚園小学校のあり方会議というものが始まった事は存じていますが、幼稚園小学校までも網羅して計画しますと相当な年数がかかると容易に予想できます。保育園待機児童については、過去当事者を経験し又現在待機中の親や諦めて相和幼稚園を利用している親の話を聞きますと、家庭の実状はそれぞれ切迫しています。その全ての声は届いておられないかもしれませんが、1人たりとも待機児童がいる事は町としても望ましくない状況と思われますのでここにも提案致します。
（町長面談と子育て健康にも提案済）
	老朽化した大井保育園に対して、どのように対応するのか
	回答No.2でもお示ししたとおり、大井保育園は「改修・更新」の対象となっています。園舎が老朽化しており手狭になっていることにつきましては町も把握しておりますので、本計画の対象全44施設の中でも優先的に対応していきます。併せて利用定員の拡大等、待機児童の解消に努めてまいります。

	11
	P.1
【公共施設等の管理に関する基本方針】の（1）総量の適正化　今後（2017 年より）50年間で30％の公共施設等を削減する。について
50年間で3割削減の根拠を、分かりやすく示して頂きたいです。コスト24％削減とありますが、人口減によりそれ位のコスト削減が必要と見込まれたのでしょうか。
また人口減少においてコスト削減は必要ですが、公共施設削減による財政面でのメリットだけでなく、地域住民に対するデメリットも踏まえて計画・実施されることを望みます。

	公共施設の総量を50年間で30％削減する根拠は何か
	公共施設の総量30％削減の根拠ですが、これは平成28年度に策定された「大井町公共施設等総合管理計画」に基づくものです。この計画では、公共施設等の更新に係る資金収支について、策定時点から50年後においても同等の水準にすることを目指しています。総合管理計画P.28のグラフでは、2017～2021年と2062～2066年の資金収支がほぼ同じとなっていますが、これは公共施設の総量を30％削減した際の試算値です。
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	P.25（5）評価結果

Ⅱ・Ⅲの区分である「転用・複合化」「解体・廃止」の際には、地域住民への情報開示と周知徹底を望みます。今回のパブコメや計画案のみでは、地元施設が対象になっているとご存知でない方がほとんどだと思うので。
	公共施設等の評価結果を周知徹底してほしい
	「転用・複合化」及び「解体・廃止」の際には、ホームページ等で広く周知するとともに、事前に当該施設に告知文を掲示するなど、利用者にも周知させていただく予定です。
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	P.25　中屋敷の他施設への機能移転
どこへ移転するのか、検討段階でも情報を示して頂きたいです。施設が限界だということは分かるのですが、近隣で集まる場所は必要かと思います。
	中屋敷公民館の移転候補先はどこか
	昨年度の現地調査で建物の状況を確認し、近い将来の建替えが必要との結果でしたが、建替え時期や建設場所などの検討はしておりません。
また、自治会館の在り方に関しましては様々な考え方があるため、他施設への機能移転はその一例を示したものであり、今後、自治会の意見等を踏まえて検討していくことになります。
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	P.25　大井保育園
急傾斜地にあり、安全面での心配がかなりあります。また子どもの数に対して、園舎と園庭がかなり狭いです。改修・更新とありますが、今後40年間の計画であるならば移転も含めて検討をお願いしたいと思います。

	大井保育園は移転すべきではないか
	大井保育園の移転については、現時点では検討しておりません。質問・意見No.2およびNo.10でお示ししたとおり、大井保育園は、「改修・更新」の対象となっています。建物の安全性を確保しつつ、優先的に機能の改善を図る予定です。

　ただし、他の施設に空きが発生した場合の機能移転は、この限りではありません。
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	P.25　ふれあい館
奥まった場所にあること、駐車場から建物までの距離があり使い勝手が良くないことが、サービス「低」の原因ではないかと推察します。崖の下にあるため、移転も含めた検討をお願いしたいと思います。

	ふれあい館は移転すべきではないか
	ふれあい館のサービスの評価は、定性的な評価が加味された結果「低」となっております。建物の場所については、土砂災害警戒区域には指定されておらず、移転については現時点では検討しておりません。一方で、建物の評価は「良好」とされています。質問・意見No.2でお示ししたとおり、既存の施設については、仮に旧耐震基準であったとしても、安全性が確保される限りは引き続き施設を使用する方針です。

　ただし、他の施設に空きが発生した場合の機能移転は、この限りではありません。
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	P.4　対象施設

大井保育園について意見いたします。
共働き世帯が多い現代において、保育園は必要不可欠です。
様々な事情により０歳児から保育園を必要とする家庭もあるかと思いますが、大井保育園はなぜ0歳児の受け入れがないのでしょうか。

資料の築年数を見ますと約35年とのこと。

待機児童も解消されていない現在において、町にある唯一の町立保育園が以前のままと同じ状況で良いのか疑問に思います。
待機児童がいるという状況を町としてどのようにお考えなのでしょうか。
園舎の現状等において、０歳児の受け入れや園児の受け入れ増数が望めないのであれば、建て替えやそれに代わるような施設の改善を是非ともお願いしたく、意見とさせていただきます。
	大井保育園のあり方について
	大井保育園は「改修・更新」の対象となっています。園舎が老朽化しており手狭になっていることにつきましては町も把握しておりますので、本計画の対象全44施設の中でも優先的に対応していきます。併せて利用定員の拡大等、待機児童の解消に努めてまいります。
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